
　保健福祉部（部長　松本　通尚）
　　健康政策課（課長　小林　さと子）
　　　健康政策係（係長１　副主幹２　主査２　主事２）
　　　成人健康係（課長補佐兼係長１　副主幹１　主査６　主任１　主事１）
　　　　任期付職員（主事１）

⑴　総務管理費
　12　諸費 ・国県支出金精算還付金（健康政策課）　　　4,290,000円

　１　感染症予防事業費等国庫負担（補助）精算還付金
　 　　新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業費（成人健康係）

16,000円
　２　新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費国庫補助金還付金
　　　（健康政策係）　1,908,000円
　３　健康増進事業費補助金返還金（成人健康係）　　　2,366,000円

⑴　保健衛生費
　１　保健衛生総務費 ・保健総務費　　　688,079円

　１　関係団体（健康政策係） （単位：円）

　２　八溝山周辺地域定住自立圏健康セミナー（健康政策係）　　　63,620円
　３　予防接種健康被害救済給付金（健康政策係）　208,450円

・保健師等設置費（成人健康係）　　　366,473円　　　
　管理栄養士を栄養指導事業に配置した。
　保健師、管理栄養士の専門性を高める研修に参加している。

・感染症予防対策事業費（健康政策係）　　　10,556円

　

県民の公衆衛生思想の普
及啓発及び高揚

5,600

名　称 代表者 構成員 主要事業

栃木県公衆衛生
協会

会長
小沼　一郎

県医師会・県歯科医師会
県薬剤師会等

負担金

84,049,209円

（款）４．衛生費

項・目（支出済額）

（款）２．総務費

主要な施策の成果又は事務の内容

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

4,290,000円
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・地域医療費（健康政策係）　　　82,438,424円
　１　休日在宅当番医補助金　1,614,000円　　　　　　
　２　在宅当番医制費負担金（初期救急医療）　1,365,000円
　３　小児救急医療支援負担金（二次救急医療）　1,356,000円
　４　病院群輪番制病院運営費負担金（二次救急医療）　11,984,000円
　５　那須地区夜間急患診療所運営費負担金　9,911,000円
　６　がん患者医療用ウィッグ等購入費助成金　710,248円
　　⑴　医療用ウィッグ　対象者　21人　551,262円
　　⑵　乳房補正具　対象者　9人　158,986円
　７　公的病院等支援補助金　54,837,000円
　　⑴　那須赤十字病院　29,069,000円
　　⑵　国際医療福祉大学病院　23,013,000円
　　⑶　菅間記念病院　2,755,000円
　８　骨髄移植ドナー支援事業奨励金
　　　対象者　3件　350,000円

・自殺対策事業費（健康政策係）　　　545,677円
　カウンセリングの実施
　市民向けのカウンセリング（心の健康相談室）を行っている。（全13回）

（単位：件）

　２　予防費 ・予防接種費（健康政策係）　　　234,918,888円
　予防接種法に基づく定期の予防接種及び市独自の行政措置による法定外予防接
種を医療機関委託等により実施している。接種対象者への個別通知や広報等の掲
載により周知徹底するほか、乳幼児健診をはじめとする各課事業との連携により
接種勧奨を実施し、接種率の向上を図っている。
　令和7年4月から高齢者の帯状疱疹の定期予防接種を開始した。

365,645,591円

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

会場・月

大田原市役所
本庁舎

相談件数
4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 計

1 3 4 1 2 0 1 0 1 1 2 0 16
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　１　予防接種実施状況（延ベ） （単位：人）

行政措置に
より行う法
定外予防接
種

帯状疱疹（生） 159 1人1回接種

帯状疱疹（不活
化）

938 1人2回接種

おたふくかぜ
1歳以上から未就学児（未罹患・未接
種）

308

46

高齢者肺炎球菌 65歳以上の者で要件に該当する者 14

風しん
（麻しん風しんワクチン）

要件に該当する者
23

風しん
（風しんワクチン）

50歳以上の者

昭和37年4月2日から昭和54年4月1日まで
の間に生まれた男性で風しん抗体検査の
結果、十分な抗体がないと判明した者

2,013

3

1人4回接種

ロタウイルス感染
症（5価）

生後6週の初日から32週の初日までの
乳児

120

日本脳炎
1期：生後6月から生後90月に至るま
での間にある者
2期：9歳以上13歳未満の者

1,576

ジフテリア
破傷風

11歳以上13歳未満の者 463

麻しん風しん
（第2期）

1人3回接種

インフルエンザ 65歳以上の者 13,353

1人4回接種
特例措置あ
り

ロタウイルス感染
症（1価）

生後6週の初日から24週の初日までの
乳児

433

1歳に至るまでの間にある者 1人3回接種

麻しん風しん
（第1期）

生後12月から生後24月に至るまでの
間にある者

328

1人2回接種

ヒトパピローマ
ウイルス感染症

小学6年生から高校1年生相当の女子 837
1人2回又は3
回接種
特例措置あり

水　痘
生後12月から生後36月に至るまでの
間にある者

651 1人2回接種

5歳以上7歳未満の者であって、小学
校就学前の1年間

434

1歳に至るまでの間にある者 271

ジフテリア・百日
せき・破傷風・不
活化ポリオ

生後2月から生後90月に至るまでの間
にある者

94 1人4回接種

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

区　分 種　別 対象となる年齢 接種者数 備　考

定期予防接
種

新型コロナウイル
ス感染症

65歳以上の者 2,716

ジフテリア・百日せき・
破傷風・不活化ポリオ・
Hib感染症

生後2月から生後90月に至るまでの間
にある者

1,082

B型肝炎 801

年度内に65歳、70歳、75歳、80歳、
85歳、90歳、95歳、100歳以上の誕
生日を迎える者

Hib感染症

小児の肺炎球菌
感染症

生後2月から生後60月に至るまでの間
にある者
生後2月から生後60月に至るまでの間
にある者

28

1,121

接種開始月
齢により接
種回数が異
なる

高齢者の肺炎球菌
感染症

65歳になる者 385

帯状疱疹（生） 645 1人1回接種

風しんの追加的予
防接種

帯状疱疹（不活
化）

令和元年度か
ら令和7年度ま
での時限措置

1人2回接種

BCG
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・健康診査費（成人健康係）　　　126,680,229円
　市民健康診査は、高齢者の医療の確保に関する法律により保険者の責任で実施す
る特定健康診査・後期高齢者健康診査と、健康増進法に基づき自治体の努力義務で
行う各種がん検診その他の検診を同時に受診できる体制にしている。
　特定健康診査は、メタボリックシンドロームの予防、改善のために保健指導に重
点を置いた健康診査であり、第4期大田原市特定健康診査等実施計画（令和6年度か
ら令和11年度までの6年計画）に基づき実施する。
　また、若年期から自身の健康を見直す意識を高めるため、市独自項目である若年
健康診査を実施し、生活習慣病リスクの早期発見・発症予防を目指す。
　１　市民健診体制
　　⑴　集団健診方式（69回）
　　　①　特定健康診査　大田原市国民健康保険加入者で40歳から74歳までの者
　　　　　国が定める基本的健診項目に詳細健診項目と市独自の検査項目を受診者
　　　　全員に実施する。
　　　②　後期高齢者健康診査　栃木県後期高齢者医療加入者
　　　③　若年健康診査　30歳から39歳までの者
　　　④　各種がん検診　該当年齢であれば加入医療保険にかかわらず受診可能
　　　　※子宮がん検診のうち25歳から45歳までは、細胞診検査とHPV検査併用検
　　　　　診を実施する。
　　　⑤　肝炎検査　40歳以上で過去に受診したことのない者
　　　⑥　骨粗しょう症検査　30歳以上の女性

　　　①　特定健康診査
　　　②　後期高齢者健康診査
　　　③　子宮がん検診

　　　　④　乳がん検診
　　　⑤　歯周病検診

　２　健診状況
　　⑴　基本健康診査の受診状況 (単位：人）

計 9,142

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

対　象　者 受診者数

若年健診（30～39歳） 461

特定健診（40～74歳）集団健診 4,837

特定健診（40～74歳）医療機関健診 91

生活保護受給者（40歳以上） 49

社会保険被扶養者

　　⑵　医療機関方式　

822

後期高齢者（75歳以上）集団健診 2,836

後期高齢者（75歳以上）医療機関健診 46
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　　⑵　がん検診及び歯周病検診の受診状況
　　　①　国の指針によるがん検診受診状況 （単位：人、%）

※がん検診は、健康増進法第19条の2に基づき実施する。
　対象者数は、市町村におけるがん検診受診率を同一基準で比較、評価するため
　に「がん検診事業の評価に関する委員会」により示された「令和2年国勢調査」
　の人口を基に算出する。

　　　②　大田原市独自で実施している検診 （単位：人、%）

（単位：人、%）

※乳がん、子宮がん検診医療機関受診者（再掲）

子宮頸部がん検診 243
うち子宮体部がん
検診

15

4,879 221 4.5 32 51 138 85.5

乳がん検診 213
(単位：人）

歯周病検診

前立腺がん
検診

8,307 3,278 39.5 3,018 260 7.9

骨粗しょう症
検診

13,973 3,373 24.1 1,463
要指導者 要精検者(人)

1,481 429

633 10 1.6 9 1
10.0

乳がん検診
（30～39歳）

1,118 436 39.0 421 15 3.4

要精検者 要精検率

胃がんハイリ
スク検診

6,104 244 4.0

A判定

18.0
200

(D　 1) 

15,452 4,032 26.1 3,974 58 1.4

乳がん検診 12,855 5,547 43.2 5,382 165 3.0

8,220 248 2.9

区　分 対象者 受診者 受診率 異常なし 要精検者 要精検率

胃がん検診 22,247 2,942 13.2 2,700 242 8.2

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

計　44 
(B　31) 
(C　12) 

ピロリ菌保有率

区　分 対象者 受診者 受診率 異常なし

ピロリ菌検査

大腸がん検診 22,247 8,480 38.1 8,072 408 4.8

子宮がん検診

肺がん検診 22,247 8,468 38.1

陰性肝炎ウイルス
検診

591 1 0.2
590

区　分 対象者 受診者 受診率 異常なし 要指導者 要精検者 要精検率
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　３　内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）の状況
（単位：上段　人、下段　%）

※集団健診における特定健診（40歳～74歳）受診者を国保データベースシステム
　により判定する。
　健診受診者の2割が内臓脂肪症候群(メタボリックシンドローム)該当者。
　内訳では、男女ともに血圧と脂質の重なりが最も多い。

　４　関係機関 （単位：円）

・健康教育費（成人健康係）　　　735,690円
　生活習慣病予防からの健康づくりの推進を目的に、ポピュレーションアプロー
チとして自治会等からの要請による健康教室を実施する。
　地区組織として、自治会からの推薦により委嘱した健康づくりリーダー、リー
ダー終了後の自主組織健康づくりリーダー連絡協議会、食を中心とする健康づく
りの学びを深めた食生活改善推進員協議会等が行政とともに健康づくりを推進し
ている。

　１　教室、研修会の開催　　　　　　　　 　　　　　　 （単位：回、人）

食生活改善推進員協議会 7 128 会員の学習会を実施

591

21.1 9.4 4.1 6.6 1.0 11.9

285,900

50,800

1,500

計 338,200

栃木県歯科医師会

会長
小沼　一郎
会長
大野　克夫
会長
尾澤　巌

県、市町村、県
保健衛生事業団

栃木県医師会 栃木県医師会員

栃木県歯科医師
会員

94 11 152

11.8

計 4,949
1,045 466 201

6.1 1.7 3.6 0.4 5.7

329 49

女性 2,647
313 162 46

235 38 439

31.8 13.2 6.7 10.2 1.7 19.1

健康増進事業等
推進協力
健康増進事業等
推進協力
がん集団検診の
推進

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

名　称 代表者 構成員 主要事務 負担金

腹囲測定
実施者数

メタボ
該当者

メタボ該当者内訳

予備群
血圧+脂質 血圧+血糖

脂質+血圧
+血糖

脂質+血糖

男性 2,302
732 304 155

栃木県がん集検協議
会

健診・健康相談会で実施

備　考

産業文化祭出展を含む。

歯科保健指導 55 644

教室等名 開催回数 延べ参加者数

地域健康教室等 6 888

糖尿病予防教室 3 31

健康づくりリーダー研修会 4 324
全体研修　2回
地区研修　2回

健康づくりリーダー連絡協議会
（いきいき健康サポー隊）

4 64 会員の研修会を実施
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　２　市民への健康情報提供
　　　広報に「健康おおたわら塾」と題して、隔月健康情報を掲載している。
　　市役所管内での普及啓発として、8テーマについてポスター掲示、資料配布
　　及びよいちメール配信等を実施している。
　３　糖尿病対策プロジェクト
　　高血糖対策として「今、ストップ高血糖」をテーマに、那須赤十字病院と

　　共催で健康セミナーを開催している。参加者 140人

・健康相談費（成人健康係）　　　144,850円
　自身の生活習慣を振り返り、将来の生活習慣病及び重症化予防のための取組を
推進するよう支援している。

　１　健診結果説明会相談状況

　２　健康相談会相談状況
　　　12回　来所者数　299人
相談内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件）

・訪問指導事業費（成人健康係）　　　273,607円
　生活習慣病予防・重症化予防、特定保健指導、がん検診至急精密検査、精神保
健等の要支援者に対し訪問指導を行う。

　訪問指導実施状況（保健師及び管理栄養士による訪問実績）
⑴　被訪問指導実人員　239人
⑵　延べ訪問指導回数　312回

・健康長寿都市推進事業費（健康政策係）　　　2,079,120円
　１　健康長寿都市推進委員会補助金　1,200,000円
　　　市民組織である大田原市健康長寿都市推進委員会が健康長寿に資する各種
　　事業を実施し、健康長寿のまちづくりを推進している。
　　⑴　会議の開催　2回（総会1回、役員会1回）
　　⑵　事業の開催
　　　①　健康づくり講座　2回
　　　②　いきいきウォーキング講座　1回
　　　③　健康セミナー　1回
　　　④　健康講座　1回
  ２　市民の利用の多い公共施設を中心にAEDを設置している。
　　　AEDリース料　879,120円
　　　公共施設設置台数　19台　　　
　　　貸出用　2台

・健幸ポイント事業費（健康政策係）　　　813,207円
　　⑴　事業期間　令和7年9月～令和8年2月
　  ⑵　参加者数　297人
　　⑶　インセンティブ実績
　　　①　応募者数　259人　②　景品当選数　200口　③　継続賞　239点
　　　感染予防対策の実施、日々の運動や健康管理、人との交流を持つなどの健
　　康づくり活動に取り組んだ方に、その実績に応じて「健幸ポイント」を付与
　　し、獲得ポイントで景品等が当選する抽選に応募できるものとした。
　　　市民一人ひとりの「健幸寿命」の延伸を実現するための事業であり、参加
　　することで運動不足解消や気持ちのリフレッシュ、心身の活力低下の抑制に
　　つながり、心身ともに健康であり続けられることを目指す。

7182 78 99 19 55

450人 651人 1,101人 94.9%

健康相談 栄養相談 運動指導 お薬相談 歯科相談 禁煙相談

29回 1,160人

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

回数 対象者 参加者 窓口・訪問・電話 計 率
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　　　社会福祉係（係長１　主査２　主事１）
　　　生活福祉係（係長１　副主幹４　主査４　主事１）　
　　　　再任用短時間勤務職員（主査１）
　　　障害支援係（係長１　事務監１　主査１　主事１）　
　　　障害福祉係（係長１　主査２　主任１　主事１）　
　　　重層支援係（係長１　主任１）　
　　　　再任用短時間勤務職員（主査１）

⑴　総務管理費
　13　諸費 ・国県支出金精算還付金（福祉課）　　　84,211,076円

⑴　社会福祉費
  １　社会福祉総務費 ・民生（児童）委員活動費（社会福祉係）　　　15,123,316円　　

　１　活動状況　民生委員・児童委員135人（主任児童委員14人）
　　　総会1回、全員協議会1回、研修会7回、役員会3回

　 　　　各地区民生委員児童委員協議会　定例民児協開催
　　　活動日数　延べ6,862日

　２　市民との相談支援等の状況 （単位：件）

　３　調査、証明、訪問連絡等の状況 （単位：件）

　４　関係団体 （単位：円）

生活環境 支 援 その他 計

民生児童委員121人
主任児童委員14人

構成員

その他

4,776

要保護
児　童

3

訪問連絡

4,210110807

14,200,000

（款）２．総務費

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

84,211,076円

（款）３．民生費

区　分 在宅福祉 介 護 医 療

969345261

生活費 年　金

22 721

子育て 地域生活 教 育

47

計 14,687,000

会長
関根　房三

民生児童委員の互助事業

代表者

会長
青龍寺弘範
会長
島田　次秀
会長
得能　金市

都道府県民生委員児童委
員協議会

県内民生委員児童委員協
議会

民生福祉に関する調査研
究等

民生福祉に関する調査研
究等

地区民児協の連絡調整強
化

主要事業

256,500

94,500

402,299,491円

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

件　数

調査

1,013

行事参加 自主活動

1,190 1,490

　　福祉課（課長　藤田　裕史）

39

区　分

仕 事

15

家族関係 住 居

31

件　数 19 33 75

証明研修

48 6

全国社会福祉協議会

負担金又は
補助金等

都道府県民生委員児童委
員協議会

136,000

名　称

大田原市民生委員児童委
員協議会連合会
栃木県民生委員児童委員
協議会
全国民生委員児童委員連
合会
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・遺族援護費（社会福祉係）　　　1,336,912円
　戦没者追悼式
　追悼式を令和7年10月31日に那須与一伝承館多目的ホールで実施した。
　戦没者　3,436柱　　　遺族数　1,222人　　　経費　520,496円

・社会福祉団体育成費（社会福祉係）　　　400,000円
　関係団体 （単位：円）

・法外援護費（生活福祉係）　　　3,349円

・行旅死亡人取扱費（生活福祉係）　2人　　　571,890円　　　　　　 

・難病患者等福祉手当支給事業費（障害福祉係）　　　17,575,000円

　１　取扱状況 （単位：人）

　２　支給状況 （単位：人、円）

　　　1人当たり　1か月2,500円

・社会福祉協議会費（社会福祉係）　　　88,853,865円　　
　１　大田原市社会福祉協議会補助金　88,000,000円

　２　心配ごと相談事業委託料　450,000円
　　　委託先　大田原市社会福祉協議会

　３　栃木県社会福祉協議会負担金　18,700円

・地域福祉計画事業費（社会福祉係）　　148,000円
　大田原市地域福祉計画・地域福祉活動計画推進委員会　1回開催
　　⑴　委員報酬　128,000円
　　⑵　アドバイザー謝礼　20,000円

全国遺族大会参加、組
織強化等

延べ受給者数
3,497

計 7,030

支給額

17,575,000
8,832,5003,533

9月
支給月

3月

94,000

91

計 400,000

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

名　称 代表者 構成員 主要事業
負担金又は
補助金等

平和の塔祈念祭執行・
祈念碑管理

令和7年4月～令和8年3月
認定者数

36,000

160,000
更生保護、社会を明る
くする運動

8,742,500

・地域福祉の推進
・地域サービス利用の
　支援
・在宅福祉サービス事
　業の実施

主要事業構成員

41
喪失者数

大田原市遺族連
合会

会長
佐藤　育子

会長
渡辺　正博

委員長
植木　重治

大田原市平和の
塔管理委員会
大田原保護区保
護司会
大田原市更生保
護女性会

会長
花塚　光明

更生保護、社会を明る
くする運動

110,000市内戦没者遺族

市内に事務所等を置く
団体等

大田原保護区の保護司

更生保護を目的とする
ボランティア

名　称

大田原市社会福
祉協議会

代表者

会長
相馬　憲一

普通会員 14,794世帯
特別会員  510事業所
賛助会員     32施設
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・生活困窮者自立支援事業費（社会福祉係、重層支援係）　　　32,288,600円
　１　生活困窮者自立相談支援事業委託料　14,500,000円
　２　学習支援等事業業務委託料（4寺院 5教室 参加人数41人）　8,344,600円
　３　お寺の学習塾寺院借上料（5教室）　600,000円
　４　住居確保給付金　0円
　５　重層的支援体制整備事業への移行準備事業委託料　8,844,000円

・住民税非課税世帯臨時特別支援事業費（令和6年度繰越事業）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（社会福祉係）　　　7,357,046円
　令和6年度大田原市住民税非課税世帯支援金（222世帯）　　　7,320,000円

・調整給付事業に伴う不足額給付事業費（令和6年度繰越事業）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（社会福祉係）　　　126,031,513円
　１　システム改修業務委託料　　　1,045,000円
　２　調整給付金（不足額給付）（4,095人）　　　123,000,000円

・調整給付事業に伴う不足額給付事業費（社会福祉係）　　　112,610,000円
　調整給付金（不足額給付）（3,845人）　　　112,610,000円　　　

  ２　障害者福祉費 ・障害者福祉費（障害支援係、障害福祉係）　　　8,866,815円
　１　大田原市障害者差別解消支援地域協議会
　　　協議会開催回数　1回　
　２　身体障害者手帳所持者（令和8年3月31日現在）

（単位：人）

　４　福祉タクシー事業
　　　福祉タクシー基本料金の助成　5,233,000円　　　　　（単位：枚）

　５　人工透析患者通院燃料費助成事業
　　　助成件数　81件
　　　助成額計　1,455,840円

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

区　分

　３　障害者紙おむつ等給付事業
　　　延べ利用人数　354人

利用者証交付

2,998,882,609円

　　　給付額計　1,387,408円

利用券交付

計

区　分 人数

14,472

視覚障害

聴覚平衡機能障害

音声言語機能障害

肢体不自由

複合

2,580

129

271

29

1,175

862

114

内部機能障害

計 402 28,944 10,466

利用券使用

知的障害

精神障害

201

9

192

648

13,824

4,801

173

5,492

身体障害
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　６　小児慢性特定疾病児童日常生活用具費給付事業
　　　助成件数　0件
　　　助成額計　0円
　７　身体障害者巡回更生相談
　　　相談内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件）

　８　身体障害者用自動車改造費助成事業

　９　重度身体障害者住宅改造補助金

　10　関係団体　　　　　　　 （単位：円）

　11　療育手帳所持者数（令和8年3月31日現在） （単位：人）

（重度　A、A1、A2　中軽度　B、B1、B2）

・重度心身障害者医療助成費（障害福祉係）　　　111,912,036円
　１　受給資格者　対象者数　1,415人

　２　医療費の助成 （単位：件、円）

21,757

6,927,741

10,069,227

8,528,429

9,942,334

11,881,491

9,095,821

111,570,354計

9,719,226

10,986,325

7,484,127

7,726,277

10,966,575

8,242,781

10

11

12

1

2

3

4

5

6

7

8

9

1,757

1,895

1,494

1,628

2,115

1,425 1,915

1,826

2,290

1,813

1,844

件　数 金　額

1,755

市内ボランティア
団体、施設等

那須地区の身体障
害者福祉会会員

B1B A2

月 件　数 金　額 月

0 0 0 1 1

26

427,600

150

計

817

B2B1

44,000

A1A

那須地区の障害児
者親の会会員

・障害者の健康の維持及び増進
・障害者の積極的な社会参加促進

・心身障害児者の健康及び体力の
　維持増進
・心身障害児者の生活向上の促進

56,000
那須地区障害者（児）ス
ポーツレクリエーション
大会

那須地区ふれあいスポー
ツ大会

計

2 201226114379

A A1
18歳以上
A2 B2 B

18歳未満

86380

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

精神障害者の家族
及び関係者

栃木県精神保健福祉会 ・精神障害者の社会復帰支援

主要事業構成員名　称

福祉ふれあいまつり実行
委員会

負担金又は
補助金等

300,000
・ノーマライゼーションの促進
・福祉の理解の深化

27,600

手帳交付 等級変更 補装具交付 その他 計

　　　件数　0件

　　　件数　0件
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・特別障害者手当費（障害福祉係）　　　27,587,170円
　１　特別障害者手当等取扱状況 （単位：人）

　２　支給状況 （単位：人、円）

・精神障害者福祉費（障害福祉係）（県費負担）
　１　精神障害者保健福祉手帳所持者（令和8年3月31日現在）

（単位：人）

　２　障害者自立支援医療（精神通院医療）
　　　受給者数　1,226人（令和8年3月31日現在）

・障害者自立支援給付事業費（障害支援係、障害福祉係）　　　2,756,540,615円
　１　大田原市地域自立支援協議会
　　　協議会開催回数　2回

※認定者数（うち転入者数）

計 27,587,170

1級

164 518

2級

130 812

3級 計

特別障害者手当 699

延べ受給者数 支給額

4、8、12 2,167,000394

4,665,830

重度心身障害児福祉手当

5、8、11、2

20,594,160

福祉手当（経過措置） 10 160,180

障害児福祉手当 291

支給月

5

5

1

14

障害児福祉手当

特別障害者手当

福祉手当（経過
措置）

5（2）

重度心身障害児
福祉手当

5

9（1）

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

区　分
喪失者数

令和7年4月～令和8年3月

認定者数
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　２　障害者自立支援給付費　2,190,457,662円
　　⑴　令和7年3月～令和8年2月サービス利用分

（単位：人、円）

　　⑵　相談支援事業費　延べ人数　2,191人　37,685,995円　　
　　⑶　地域移行支援事業費　延べ人数　0人　0円
　　⑷　地域定着支援事業費　延べ人数　12人　37,800円
　　⑸　特定障害者特別給付費　延べ人数　2,911人　26,819,086円
　　⑹　特例介護給付費　人数　0人　0円　　　
　　⑺　高額障害福祉サービス費　延べ人数　113人　298,483円　　
　　⑻　療養介護医療部分　延べ人数　93人　7,532,301円

　３　障害者自立支援医療（更生医療）給付費　82,189,107円
　 （単位：件）

　４　障害者自立支援給付補装具費　11,353,492円（3,472,105円）
（単位：件）

※（　）は内数で身障児分

　５　軽度・中等度難聴児補聴器購入費等助成事業　151,626円
　　　購入件数　2件　　修理件数　4件

小　計 6,622 1,157,440,385
334,796,696

20 617,055

区分 計その他車椅子補聴器
姿勢保持

装置

就労選択支援 3 421,511

視覚障害者
安全つえ装具義肢

就労定着支援

5,265,563
203,105

281

2

就労継続支援A型

15 1,812,013
行動援護 0
同行援護 88 1,979,115
療養介護 93 28,995,610
生活介護 3,021 709,340,870
短期入所

0

1,083 122,373,226
施設入所支援 1,166 231,007,032

サービス名 延べ利用人数

宿泊型自立訓練 0

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

金　額

介
護
給
付

居宅介護 1,156 61,932,519
重度訪問介護

849

59

就労継続支援B型 3,239

合　計
小　計 6,198

12,820

訓
練
等
給
付

1,745共同生活援助

2,118,083,997
960,643,612

138,860,863
30,707,239

0

449,771,580

自立訓練（機能）

就労移行支援
自立訓練（生活）

修理

購入 2

5

(0)

(0)

10

10

(2)

(0)

5

4

(2)

(0)

1

0

(0) (3)

(0)

51

54

(12)

(2)

233

(0)

23

18

(1)

(1)

4

13

(4)

(1)

一般分 心臓分

27

人工透析分

3,449 3,709

計

6

4
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　　　令和7年3月～令和8年2月利用分 （単位：人、円）

・障害者地域生活支援事業費（障害支援係、障害福祉係）　　　93,975,973円
　１　障害支援区分認定等事業　2,271,600円
　　⑴　障害支援区分審査会報酬　804,000円
　　　　審査会委員数　5人
　　　　審査会開催件数　12回
　　　　審査判定件数　165件
　　⑵　障害支援区分認定調査　702,000円
　　　　事業者委託　164件
　　⑶　医師意見書作成　765,600円

（単位：件）

　２　意思疎通支援事業　2,874,516円

　４　移動支援事業

会、ライフサポートともなり、すまいるケア、あいる、リヴレット

　５　日中一時支援事業

　　　あいのかわ福祉会、エルム福祉会、KPEC、太陽の里、つばさ、同愛会

こども館くれよん、たかはら学園、デイジー

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

計
食事療養費

0
66,546

1,113,544

　６　障害者自立支援給付事業費（児童分）（障害支援係、障害福祉係）　

金　額

460,249,090円

放課後等デイサービス 3,208
延べ利用人数

児童発達支援

0

952,513

サービス名

1,165
319,608,617
122,630,985

保育所等訪問支援

304,000円
開催　20回

高額障害児通所給付費

区　分 実利用者数

0

新規 14

1,069.5時間

要約筆記派遣 1人
手話講習会 29人
要約筆記者養成講座 4人

延べ　25回
開催　36回

2,776,995円

あいのかわ福祉会（センター）
エルム福祉会（センター）
那須フロンティア

480,000円
広報等音声化作業　朗読ボランティアまつぼっくり　90,000円

53

0
22

795
360

治療用装具費

特例障害児給付費

在　宅
新規 46
継続

継続 30

0

金　額

15,876,885
育成医療支援

80

0

264,176円
手話派遣 6人 延べ 110回 1,796,340円

施設入所

5,603

障害児相談支援

460,249,090

利用回数等

利用状況

7,865,000円235件

34人

利用状況

あいのかわ福祉会（基幹）

142人 8,600回 18,315,698円

つばさ、同愛会、ビッグワン、ナイスケアリング、大田原市社会福祉協議

区　分 実利用者数 延べ利用回数 金　額

あいのかわ福祉会、エルム福祉会、KPEC、太陽の里、つばさ、同愛会、
あかりプロジェクト、natu-la、トータルサポートセンター空、なかよし、
トゥルーライフ、ワールドステイ、ふくら虹、ありあ、ドリームライク、　　　

　３　相談支援事業　26,443,000円
区　分 延べ相談件数 金　額

5,832件 15,730,000円

740件 2,847,999円

区　分 実利用者数 延べ利用時間 金　額
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　６　訪問入浴サービス事業

　７　地域活動支援センター　　　12,836,494円
Ⅰ型

那須フロンティア
Ⅱ型

ぼらーれ
Ⅲ型

すずらん

　８　日常生活用具費給付事業　　　21,531,355円
（単位：件）

※ストーマ装具・紙おむつ等は、1か月分を1件とした。

　９　成年後見制度利用支援事業　485,800円
　　　成年後見等の市長申立に関わる手続費用及び後見人等に対する報酬の助成
　　　申請件数　1件、報酬助成　2件

⑵　児童福祉費 ・特別児童扶養手当事務費（障害福祉係）　　　288,000円
  １　児童福祉総務費 　取扱状況 （単位：人）

（　）うち停止者数
　※支給は、県北健康福祉センターが実施する。

⑶　生活保護費 ・生活保護法施行事務費（生活福祉係）　　　24,824,499円
　１　生活保護総務費 　就労支援相談員活動状況

就労者数

区　分

　延べ　51件
延べ　74人

企業訪問数
生活保護者就労相談数

　　　　延べ　13人

332,794円

2,397

計

認定者数 喪失者数
令和7年4月～令和8年3月

排泄管理

2

情報・意思疎通自立生活
住宅改修

2 2 2,383 26

支援用具 支援用具 支援用具
介護・訓練
支援用具 支援用具

24,824,499円

実利用者数 延べ利用日数 金　額

精神・デイ 58人 234日 4,079,091円

332,794円

特別児童扶養手当 24（2） 17（1）

7,500,000円精神・作業所 6人 560日

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

在宅療養等

身体・知的・デイ 1人 211日 1,257,403円

区　分 実利用者数 延べ利用日数 金　額

区　分 実利用者数 延べ利用日数 金　額

区　分

区　分 実利用者数 延べ利用回数 金　額

アースサポート
利用状況 7人 501回 6,227,454円
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　２　扶助費 ・生活保護費（生活福祉係）　　　1,134,465,789円
　１　生活保護世帯、人員及び保護費支給額 ※延べ数

　２　保護の開始又は廃止 （単位：件、人）

　３　保護申請取扱及び処理件数 （単位：件）

※年度をまたぐ処理があるため、申請取扱件数と処理状況の計は一致しない。

　４　保護率等　 （単位：件、人、‰）

・中国残留邦人等支援費（生活福祉係）　　　3,147,036円
　支援世帯、人員及び支援費支給額 ※延べ数

世　帯 保護率

10.28582

（栃木県生活保護年度報　年度平均）

区　分

人員（人） 24 24

24 24

24

世帯（件）

住宅支援

24

医療支援

金額（円） 772,800 0 3,147,0361,408,666 595,620 369,950

葬祭支援 計

0 96

0 96

介護支援

24

生活支援

24

23,742

介護扶助

2,231

2,316

医療扶助

世帯（件） 24

1,134,365,709

区　分 施設事務費

6,370

人員（人） 24 7,337

計

20,421

住宅扶助

303

区　分

671

152,550,461

21

人員（人）

生業扶助 葬祭扶助 就労自立給付金

2,730,061

世帯（件）

就学準備給付金

0

0

05,409,371

人員（人）

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

区　分 生活扶助

1,257,420

6,007 5,478 227

金額（円） 321,055,021

3

教育扶助 出産扶助

世帯（件）

7,156 3

1,137,612,825円

6,505

113

金額（円）

54 21

4 2

世帯 人数 世帯 人数

（福祉行政報告例）

5,731,350 593,261,304

70 91

開　始

153件　数 112

廃　止

金額（円）

区　分

6

1,328,720

112

219,539

人　数

707

50,822,462

（福祉行政報告例）

保護申請取扱件数
年度内処理状況

開始 却下 取下
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⑷　災害救助費
　１　災害救助費 ・災害救助費（社会福祉係、重層支援係）　　　6,495,807円

　１　災害見舞金等 （単位：件、円）

　２　災害ボランティアセンター委託料　200,000円
　３　避難行動要支援者名簿システム委託料　5,953,882円
　４　その他公用車整備代、燃料費等　56,343円

金　額

155,000

(5,000)

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

6,495,807円

種　類

（うち、学用品等給付金）

災害見舞金
30,000

3

(1)

0

0

被害の程度

計

支給件数

1

4

0

全焼

半焼

部分焼

一部損壊

死亡災害弔慰金

185,000

0

0

0
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　　　給付係（課長補佐兼係長１　副主幹１　主事２）
　　　こども家庭相談係（係長１　副主幹２　主査２）
　　　母子健康係（係長１　副主幹１　主査４　主任１）
　　　　任期付職員（主事３）

⑴　総務管理費
　12　諸費 ・国県支出金精算還付金　　　1,851,050円

　（給付係）　　　 682,919円
　（母子健康係)　1,168,131円

⑴　社会福祉費
　１　社会福祉総務費 ・大田原市子育て支援基金積立金（給付係）　　　17,720円

・子宝祝金支給事業費（給付係）　　　2,100,000円
　支給状況（児童1人当たり50,000円）

・医療費助成管理費（給付係）　 　440,000円
　オンライン資格確認ＰＭＨ連携委託料

⑵　児童福祉費
　１　児童福祉総務費 ・家庭相談員設置費（こども家庭相談係）　　　12,000円

　相談員　2人　

・要保護児童対策事務費（こども家庭相談係）　　　122,925円
　相談件数　239件
　１　要保護児童対策協議会　代表者会議（1回）
　２　実務者会議（12回）
　３　進行管理会議/要保護児童、要支援児童（8回）
　４　個別ケース検討会議（31回）
　５　児童虐待予防事業　BP1親子の絆づくりプログラム
　　　　　　　　　　　　4クール（全16回）参加36組

・養育支援訪問事業費（母子健康係、こども家庭相談係）　　　369,780円
　１　家事支援　訪問回数　52回（訪問実家庭数 4か所）
　２　訪問支援者（外部委託）　養育支援ヘルパー
　　　　　　　　　　　　　　（ニチイ学館、大田原市社会福祉協議会）
　３　専門的相談支援　訪問回数　680回
　　　訪問支援者　保健師8人、社会福祉士1人、事務職2人、家庭相談員2人、
　　　母子自立支援員2人、臨床心理士1人  　

・子育て短期支援事業費（こども家庭相談係）　　　1,238,880円
（単位：日）

支 給 額 （ 円 ）
2,100,000

利用児童日数（延べ） 83 49 132
計2 歳 以 上2 歳 未 満

1,743,585円

　　こども支援課（課長　安部　広伸）

受 給 者 数 （ 人 ）
42

項・目（支出済額）

（款）３．民生費

（款）２．総務費

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

1,851,050円

主要な施策の成果又は事務の内容

2,557,720円
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　２　児童措置費 ・遺児手当対策費（給付係）　　　279,000円
　１　取扱状況

　２　支給状況（児童1人当たり月額3,000円）

・児童扶養手当対策費（給付係）　　　238,604,984円
　１　取扱状況 　 （単位：人）

　２　支給状況

・児童手当対策費（給付係）　　　1,287,819,704円
　１　対象受給者数（令和8年3月31日現在）
　　⑴　3歳未満 （単位：人）

　　⑵　3歳以上小学校修了前 （単位：人）

　　⑶　中学校修了前 （単位：人）

受給者数 児童数 受給者数 児童数 受給者数

3,8342,280 3,272 375 562 2,655

児童数

1,540

被 用 者 非 被 用 者 計
受給者数 児童数 受給者数 児童数 受給者数 児童数

1,204 1,298 212 242 1,416

計
受給者数 児童数 児童数

被 用 者 非 被 用 者 計

807

受給者数 児童数 受給者数

669 720 80 87 749

被 用 者 非 被 用 者

計 72 93 279,000

計 2,783 237,765,240

38,784,880
39,760,060458

定時払  3月 37,755,330
2,284,760

（単位：人、円）

喪 失 者 数
72

認 定 者 数 受給資格者数

受 給 者 数 支 給 額区　分

定時払  1月 443
41,499,380

うち支給停止者数
令和8年3月31日現在

1,742,520,577円

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

（単位：人）
令和7年4月～令和8年3月

認 定 者 数 受給資格者数喪 失 者 数
0 3

6月

6

　　　　区分
支給月

(単位：人、円）

72,000
72,000

児 童 数
（ 延 べ ）

21
24
24

0

現年分戻入
2,784
△ 1 

定時払 11月 475

支 給 額

63,000
72,000

74
うち全部支給停止者数

令和8年3月31日現在

24

498

受 給 者 数
（ 延 べ ）

18
18
18
18

9月
　　 12月

△ 59,160 

定時払　7月

446

3月

随時払 49
支給額計 237,824,400

定時払  9月

451定時払　5月

令和7年4月～令和8年3月

64

462 40,295,350

37,444,640
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　　⑷　高校生年代 （単位：人）

※受給者に複数人の児童がいる場合は、該当区分ごとに受給者を計上しているた
　め、受給者総数に重複がある。

　２　支給状況（被は被用者、非は非被用者を表す）

合計 1,286,310,000

中 学 校 修 了 前

小　計 12,024

非 35,980,000

高 校 生 年 代
被 185,570,000
非 34,400,000

小 学 校 修 了 前
被 549,900,000
非 101,470,000
被 189,510,000

360,720,000 525 5,265,000

168,540,000

小
学
校

修
了
前

被 20,659 206,590,000 15,691 156,910,000

非 3,247 32,470,000 2,536 25,360,000

20,940,000

区分

３ 歳 未 満
被
非

高
校
生

年
代

被 676 20,280,000 12 120,000

非 178 5,340,000 39 390,000

中
学
校

修
了
前

被 1,474 44,220,000 0 0

非 292 8,760,000 111 1,110,000

45,000

小
学
校

修
了
前

被 6,197 185,910,000 49 490,000

非 1,351 40,530,000

3
歳

未
満

被 1,686 50,580,000 0 0

非 170 5,100,000 3

311 3,110,000

高
校
生

年
代

被 12,471 124,710,000 4,046 40,460,000

非 2,098

区　分
児童手当　第3子分 施設等受給者分

児 童 数 支 払 額 児 童 数 支 払 額

20,980,000 769 7,690,000

小　計 54,034 564,790,000 33,540 355,535,000

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

6,975,000

中
学
校

修
了
前

被 8,954 89,540,000 5,575 55,750,000

非 1,715 17,150,000

3
歳

未
満

被 4,302 64,530,000 3,562 53,430,000

非 588 8,820,000 465

896 8,960,000

1,291 1,406 211 230 1,502 1,636

（単位：人、円）

区　分
児童手当　第1子分 児童手当　第2子分

児 童 数 支 払 額 児 童 数 支 払 額

被 用 者 非 被 用 者 計
受給者数 児童数 受給者数 児童数 受給者数 児童数
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　国の「重点支援地方交付金」を活用した市独自の取組として、経済情勢の変動
によるエネルギー、食料品価格等の高騰の影響を受けた子育て世帯を支援するた
め、18歳年度末までのこども1人当たり3,000円を支給した。

　支給状況

　国の「強い経済を実現する総合経済対策」として、長期化する物価高の影響を
強く受けている子育て世帯を支援し、こどもたちの健やかな成長を応援するため、
18歳年度末までのこども1人当たり20,000円を支給した。

　支給状況

9,292 185,840,000

（単位：人、円）

・物価高対応子育て応援手当支給事業費（給付係）　　　187,512,545円

支給対象児童数 支　給　額

支給対象児童数 支　給　額

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

（単位：人、円）

・子育て世帯物価高騰対策支援給付金支給事業費（給付係）　　28,304,344円

9,177 27,531,000
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　３　母子福祉費 ・母子福祉費（給付係、こども家庭相談係）　　　3,374,251円
　１　女性相談支援員設置　2人

　２　母子、父子、寡婦福祉資金貸付 （単位：件）

　３　高等職業訓練促進費給付金等支給事業　受給者1人　1,215,500円

　４　自立支援教育訓練給付金支給事業　受給者2人　61,180円

　５　こどもの居場所づくり事業　4施設　1,320,000円

・妊産婦医療助成費（給付係）　　　10,026,593円
　１　受給資格者　502人

　２　医療費の助成 （単位：件、円）

・ひとり親家庭医療助成費（給付係）　　　12,762,160円
　１　受給資格者　世帯数　595世帯　　対象者　1,427人

　２　医療費の助成 （単位：件、円）

・こども医療助成費（給付係）　　　308,261,709円   
　１　受給資格者　9,442人

　２　医療費の助成 （単位：件、円）

11,140 24,382,500
10,894 23,511,313 12,526 27,544,172

136,557 300,775,963

10,601 23,312,152 11,425 25,756,838
11,264 26,210,992 11,040 25,019,536

12月
1月
2月
3月
計

11,082 22,812,082

161

977,550
497,820
728,546

1,074,170
815,640
694,067

件　数金　額
215
195
133
117

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

0

0

0 0

技能修得資金 0

0

367,943,454円

区　分 申請件数 決定件数 区　分 申請件数 決定件数

修業資金 0
0 0

0
修学資金

就職支度資金 0

7月

支払月
10月

501,620
978,820
601,010
711,230
950,026

177
198
195
166

計

支払月

9,842,119

金　額
897,230

2,064

4月
5月
6月 438 1,167,521

160

0

0生活資金

計

就学支度資金

0

件　数
152
195

支払月
4月
5月

金　額
1,311,620

件　数 金　額 件　数
405 1,287,059 298

447 1,194,630 455
384 1,270,470 280

1,284,457
4,521 12,526,408

423 972,340 422 1,195,290
254 666,680

1,167,280

11月
12月
1月
2月
3月
計

293 815,490 422

607,961

件　数 金　額
11,360 24,175,442 10,320 23,376,661
14,111 30,391,707 10,794 24,282,568

支払月
10月
11月

件　数 金　額

6月
7月
8月
9月

支払月
10月
11月
12月
1月
2月
3月

8月
9月

支払月
4月
5月
6月
7月
8月
9月
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・養育医療助成費（母子健康係）　　　1,502,197円
　給付申請件数　6件（うち年度内給付件数　6件）

・出産・子育て応援交付金事業（母子健康係）　32,016,544円
　１　1回目支給（妊娠届1件当たり50,000円）

　２　2回目支給（児童1人当たり50,000円）令和6年度繰越対象者を含む。

　３　伴走型相談支援
　　⑴　妊娠の届出時の面談等　実施者数　303人

　　⑵　妊娠8か月頃の面談等
　　　①　アンケート送付　送付数　270件
　　　　　　　　　　　　　回収数　268件
　　　　　　　　　　　　　回収率　99.3%
　　　②　面談実施者数　230人

　　⑶　出生後の面談等　実施者数　274人

⑴　保健衛生費
　１　保健衛生総務費 ・母子保健推進費（母子健康係）　　　13,909,376円

　１　思春期健康教室

　２　母子健康手帳交付（転入者を含まない。） （単位：件）

　３　養育支援家庭訪問 （単位：件）

　４　乳児（4か月児）健康診査

　５　10か月児健康相談

（単位：件、円）

（単位：人、円）

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

支給対象児童数 支　給　額
299 14,950,000

支給対象者数 支　給　額
319 15,950,000

5825
妊婦 産婦 合計

45114 161 17 118 58

区　分 対象者

訪問指導件数（延べ）
幼児 その他新生児 未熟児 乳児

2288 273 11 1

国際医療福祉大学教員助産師、那須赤十
字病院助産師、国際医療福祉大学塩谷看
護専門学校教員助産師、在宅助産師

満28週以上 不詳

56,242,112円
実施者数

満11週以内
満12週

　～19週
満20週
　～27週

小学校 5、6年生 18校 　523人

中学校 1～3年生 9校 1,554人

妊娠届出数

実施校

国際医療福祉大学教員助産師、那須赤十
字病院助産師、国際医療福祉大学塩谷看
護専門学校教員助産師、在宅助産師

出生後
交付

1 0

講　師

311人 311人 100.0%

受診児

対象児 受診児 受診率

受診率
277人 275人 99.3%
対象児
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　６　食育教育

　８　2歳児歯科健康診査

　９　3歳児健康診査

　10　発達相談
　　⑴　相談実施数

　　⑵　相談担当者別相談者数（重複あり） （単位：人）

　11　相談、その他

　12　3歳児健診食育指導

　13 不妊治療費補助金 （単位：件、円）

・こども家庭センター（母子保健機能）　　　10,218,818円
　妊娠期から子育て期にわたるまで母子保健及び育児に関する様々な悩み等に円滑
に対応するため、保健師等が専門的な見地から相談支援等を実施する。

１　個別支援計画立案数

97.3%361人371人

97.9%382人382人390人
一般健診 歯科健診

対象児
受　　診　　児

受診率

対象児 受診児 受診率

対象児
受　診　児

372人

受診率
一般健診 歯科健診

　７　1歳6か月児健康診査

98.1%365人365人

（款）４．衛生費

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

離乳食講話

6～7か月の赤ちゃ
ん教室

事業名 対象者

6～7か月児の保護者

実施回数
4か月児健診、10か月
児相談対象の保護者

実施者数（人）

586

68

年間24回

年間6回

妊娠期
（令和7年4月～令和8年3月）
（令和7年4月～令和8年3月）

区　分
不妊治療費補助金

対象児 受診児 受診率

87件（産婦81件、こども6件）
※重複あり（うち特定妊婦11件）

67件（うち特定妊婦13件）

7641

参加者（人）
382

区　分
乳幼児健康相談
養護教諭との打合せ会、研修会

個別支援計画立
案数

出生数
妊娠届出数

出産期

開催回数（回）

273件
288件

参加者（人）
592
53

件数 交付金額
8 506,000

12
4

管理栄養士

40

265人278人 95.3%

作業療法士 言語聴覚士

開催回数（回）
12

心理士

63

保健師

80
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　２　産後ケア利用状況　9,965,700円　
　　⑴　実施医療機関別実施状況

宿泊型　　89
日帰り型　18
宿泊型　　41
日帰り型　31
宿泊型　　5
日帰り型　1
宿泊型　　7
日帰り型　28
宿泊型　　2
日帰り型　6
宿泊型　　4
日帰り型　3

日帰り型　19
宿泊型　　5
日帰り型　8

日帰り型　6
宿泊型　　153
日帰り型　120

　　　⑤　その他　43件

　　⑴　内容　利用者の悩みの相談及び育児不安の軽減のための支援
　　　　　　　母乳、育児手技に関する相談支援
　　　　　　　産前・産後の心身の不調に関する相談支援
　　⑵　実施方法　家庭訪問、面接、電話等による支援
　　⑶　実施状況　実人数　72人　延べ人数　197人　

・妊産婦健康診査費（母子健康係）　　　26,279,355円
　１　妊婦健康診査
　　　妊娠期間中14回の健康診査を県医師会等の医療機関に委託し、実施する。

　２　産婦健康診査
　　　産後2週間及び1か月に行う健康診査を県医師会等の医療機関に委託し、実施
　　する。（公費負担2回） （単位：人）

・5歳児健康診査費（母子健康係）　　　444,832円
　１　5歳児健康診査

利用日数（日）

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

　　⑵　申請理由（重複あり）

実施医療機関等

計

ままと赤ちゃんの家

ohana助産院

菅間記念病院

那須赤十字病院

さくら産後院

実人数（人）

63

34

6

5

国際医療福祉大学病院

こうのとり助産院

きらり助産院

　　　①　育児について不安があるため　161件
　　　②　出産後の身体回復に不安があるため　93件

とくらぁく助産院

25

7

4

11

11

166

　　　④　心理的ケアが必要であるため　12件

３　産前産後サポート事業

延べ　197枚
転入者受診券数

　　　③　日常生活に不安があるため　26件

422人 422人 100.0%
対象児 受診児 受診率

1か月健診
2週間健診

区　分

20人
転入者妊婦数

262
受診者数

271

14回
公費負担回数

308件
届出数
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　２　早期総合発達支援事業
　　　子育てセミナー　講話

・フッ素洗口事業費（母子健康係）　　　1,081,524円
　1　フッ化物洗口

　２　むし歯予防講話

・小児生活習慣病予防事業費（母子健康係）　　　3,502,062円

　　⑴　小学校5年生　受診者　525人
　　⑵　中学校3年生　受診者　518人

　２　HbA1c検査
　　⑴　小学校5年生　受診者　523人
　　⑵　中学校3年生　受診者　518人

　３　研修会及び講演会
　　⑴　小児生活習慣病予防健診研修会  参加者　25人（1回開催）
　　⑵　小児肥満予防講演会  参加者　延べ65人（2回開催）　　　 

・乳児家庭全戸訪問事業費（母子健康係）　　　806,145円
　妊産婦新生児訪問指導 （単位：人）

（市外含む。）

　１　小児生活習慣病予防健診

実　施　校 実施者数
小学校17校 3,001人

1,569人中学校8校

1,337人
小学校18校(分校含む。)
中学校8校

実施者数
2,403人

実　施　校

市保健師、在宅保健
師、在宅助産師

14 310 312

訪問担当者
訪問指導数（延べ）

妊婦 産婦 新生児・乳児 計

636

市内の保育園、幼稚園保護者
対　象　園

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

実施回数
3回

受講者
延べ　120人
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　　　　再任用職員（主査１　専門監１）

　　　保育園（課長補佐兼園長１　副園長１　保育主幹４　副主幹１４　主査７　主任２　調理員４）　
　　　　再任用短時間勤務職員（主査１　調理員１）

⑴　総務管理費
　12　諸費 ・国県支出金精算還付金（保育係、保育環境係）　　　29,748,903円

　１　国庫支出金精算還付金　16,909,079円
 　 ⑴　令和6年度子どものための教育・保育給付費　11,058,764円
 　 ⑵　令和6年度子ども・子育て支援交付金　2,921,000円
 　 ⑶　令和5年度子ども・子育て支援交付金　3,000円
 　 ⑷　令和5年度子どものための教育・保育給付費　1,490,315円
 　 ⑸　令和6年度子ども・子育て支援施設整備交付金　1,436,000円

　２　県支出金精算還付金　12,839,824円
 　 ⑴　令和6年度子どものための教育・保育給付費　3,696,585円
　　⑵　令和6年度子ども・子育て支援交付金　3,152,000円
　　⑶　令和5年度子ども・子育て支援交付金　3,000円
　　⑷　令和5年度子どものための教育・保育給付費　731,239円
　　⑸　令和6年度保育対策総合支援事業費補助金　5,113,000円
　　⑹　令和6年度子ども・子育て支援施設整備交付金　144,000円

⑵　児童福祉費
　１　児童福祉総務費 ・児童福祉法施行事務費（保育係）　　　3,121,262,716円

　１　子どものための教育・保育給付費　2,622,007,421円
（単位：施設、人、円）

　２　私立保育所特別保育事業費補助金　101,246,781円
　　　みはら保育園ほか市内外教育・保育施設　18施設

　３　施設等利用給付費
　　⑴　保育料　年間対象人員　延べ0人　0円
　　⑵　預かり保育料　年間対象人員　延べ898人　5,123,750円
　　⑶　認可外保育施設等　年間対象人員　延べ22人　794,260円

　４　病児・病後児保育事業委託料
　　⑴　国際医療福祉大学　金丸こども園　12,480,900円
　　　　令和6年度事業加算分　　　　　　　4,315,400円[過年度]
　　　　年間延べ利用児童数　236人
　　⑵　保育園ベビーエンゼル　4,153,000円
　　　　令和6年度事業加算分　 1,300,000円[過年度]
　　　　年間延べ利用児童数　44人

122,145,241

管外 公立 9 146 11,256,310

管外 私立 33 1,241

3,203,643,548円

施設数
年間延べ

利用児童数

2,488,605,870管内 私立 22 21,059

所在地 区分 給　付　額

（款）３．民生費

　　保育課（課長　羽石　剛）
　　　保育係（課長補佐兼係長１　保育主幹１　副主幹１　主査２　主任１　主事１）

　　　保育環境係（係長１　主査２）

主要な施策の成果又は事務の内容項・目（支出済額）

29,748,903円

（款）２．総務費

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容
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　５　保育施設等物価高騰対策事業費補助金　1,496,000円

　６　私立保育所等給食費支援補助金　6,069,905円

　７　保育園等施設整備事業費補助金　358,030,000円
　　　認定こども園黒羽幼稚園改築

・子ども未来館運営費（保育環境係）　　　31,354,510円
　１　子ども未来館指定管理料　30,140,000円
　　　指定管理者　株式会社大田原まちづくりカンパニー
　　⑴　わくわくランド・キッズタウン　利用者数　105,739人
　　⑵　親子ふれあいキッチン　利用者数　1,092人
　　⑶　親子レクリエーションルーム　利用者数　1,716人

　２　子ども未来館施設修繕料　299,200円
　　　子ども未来館事務室エアコン修繕　170,500円

　３　子ども未来館遊具購入費　321,310円

・子ども・子育て支援対策事業費（保育係）　　　4,878,400円

・子育て支援施設事業費（保育環境係）　　　46,147,922円　
　１　地域子育て支援拠点施設事業　29,482,654円

（単位：施設、日、人）

　２　ファミリーサポートセンター事業　619,068円
　　　会員総数　128人（依頼　90人　提供　31人　両方　7人）
　　　活動件数　584件
　 　 講習会　3回　16人
　 　 交流会　1回　 5人
　 　 講演会（八溝山周辺地域定住自立圏連携事業）　1回 

　３　在宅子育て家庭等一時預かり事業　16,046,200円
　　　利用件数　819人

　４　保育所費 ・保育園運営費（保育係）　　　39,672,964円
（単位：人、円）

公設

民設

施設数

4

3 1,763

4,680

1,967

9,075

3,730

計 270 1,268 39,672,964

しんとみ保育園 250 1,268 38,729,650
すさぎ保育園 20 0 943,314

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

39,672,964円
施　設　名 利用定員 年間入所人員（延べ） 運　営　費

開館日数（延べ）

649

707

利　用　者
保護者 計乳幼児

4,395
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　５　児童館費 ・放課後児童健全育成事業費（保育環境係）　　　433,874,692円
　１　学童保育館運営費委託料（公設民営）　199,404,000円

（単位：施設、人、円）

　２　学童保育館運営費補助金（民設民営）　227,731,230円
（単位：施設、人、円）

　３　保育施設等物価高騰対策事業費補助金　780,000円

　４　放課後居場所緊急対策事業　2,232,000円

⑷　幼稚園費
　１　幼稚園費 ・幼稚園費（保育係）　　　34,298,990円

　１　一時預かり事業・幼稚園型　23,114,990円
  　　ふたば幼稚園ほか5園　年間利用者数　延べ19,988人

　２　子育てランド事業補助金　11,184,000円

34,298,990円

　　　ふたば幼稚園ほか7園

199,404,000

委託料

補助金額

227,731,230

施　設　数

19

22

施　設　数

年間入所人員（延べ）

7,581

年間入所人員（延べ）

8,608

433,874,692円

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

（款）10．教育費

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容
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⑴　総務管理費
　12　諸費 ・国県支出金精算還付金（高齢者幸福課）（介護給付係）　　　1,548,865円

　低所得者利用者負担対策事業費返還金
　低所得者保険料軽減負担金返還金

⑴　社会福祉費
　１　社会福祉総務費 ・シルバー人材センター補助金（高齢支援係）　　　17,135,000円

　１　大田原市シルバー人材センター

　２　全国シルバー人材センター事業協会会費　50,000円

・福祉センター管理費（地域支援係）　　　16,095,929円
　使用状況　大田原市中央地域包括支援センター
　　　　　　大田原市西部地域包括支援センター
　　　　　　乳幼児健康診査、相談

・ねたきり高齢者等介護手当支給事業費（高齢支援係）　　　5,435,350円
　要介護4以上の認定を受けた在宅の寝たきり又は認知症の高齢者等の介護者に対
し、月額3,000円の手当を9月期及び3月期に支給する。
　　支給状況

9月期 2,736,000円
支 給 月 数対 象 者 数

912月193人
支 給 額支 給 月

　　高齢者幸福課（課長　阿見　賢一郎）
　　　高齢支援係（係長１　副主幹２　主査２）

　　　介護管理係（係長１　副主幹１　主査１）
　　　介護認定係（課長補佐兼係長１　副主幹３　主査２）

（款）３．民生費

　　　地域支援係（係長１　技術監１　副主幹２　主査２　主事２）

（款）２．総務費

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

1,548,865円

　　　介護給付係（係長１　副主幹１　主査１　主事１）

　　　　大田原市シルバー人材センター派遣（事務監１）

項・目（支出済額）

43,120,555円

主要な施策の成果又は事務の内容

定年退職後等において
臨時的かつ短期的な就
業を希望する高齢者等
に対して就業の機会を
提供する。

主 要 事 業 補 助 金構 成 員

17,085,000円
おおむね60歳
以上の高齢者
278人

名 称

大田原市シ
ルバー人材
センター

代 表 者

理事長
佐藤　芳昭

2,679,000円
5,415,000円

180人 893月3月期
計
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・介護保険特別対策費（介護給付係）　　　567,276円

・安心生活見守り事業費（地域支援係）　　　3,887,000円
　安心生活見守り事業委託料　3,887,000円
　委託先　大田原市社会福祉協議会
　　　　　黒羽見守り助け合い隊（平成21年度発足）
　　　　　佐久山おもいやり隊（平成22年度発足）
　　　　　紫塚地区見守り隊（平成23年度発足）
　　　　　ちかその思いやり隊（平成24年度発足）
　　　　　西部地区あったか思いやりの会（平成24年度発足）
　　　　  須賀川地区見守り隊（平成25年度発足）
　　　  　ゆづかみ見守り隊（平成25年度発足）
　　　　　東部地区見守り隊（平成25年度発足）
　　　　　両郷地区見守り隊（平成26年度発足）
　　　　　川西地区見守り隊（平成26年度発足）
　　　　　金田地区おもいやり隊（平成26年度発足）
　　　　　野崎地区見守り隊（平成26年度発足）

　３　老人福祉費 ・高齢者支援事業費（高齢支援係）　　　30,661,925円 
　１　生活支援ホームヘルプサービス事業

　２　高齢者軽度生活援助事業

　　含まれない日常生活の支援を実施する。

　３　高齢者等外出支援事業
　　　一般の交通機関を利用することが困難な高齢者に移送用車両により自宅から
　　医療機関等までの通院などの交通の便を確保し、在宅で自立した生活を続ける
　　ことができるよう支援を実施する。

　４　寝具洗濯乾燥消毒サービス事業
　　　ひとり暮らしや高齢者世帯で寝具類の衛生管理が困難な高齢者に清潔で快適
　　な生活を送ることができるよう支援を実施する。

　５　高齢者等訪問理美容サービス事業
　　　在宅のねたきり高齢者等に散髪等を提供することにより、衛生的な日常生活
　　の維持を図り､生活の質を確保するための支援を実施する。

委 託 料

社会福祉法人　謙心会 417,734円

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

補 助 額 計

　大田原市社会福祉法人等利用者負担軽減制度助成金

567,276円

18,017円

90,181円

41,344円

法 人 名

社会福祉法人　安寧

社会福祉法人　同愛会

社会福祉法人
恩賜財団済生会

軽 減 適 用 者 数

26人（うち生活
保護者5人）

200,604,591円
利 用 者 数 派 遣 時 間 数

1人 4時間 8,000円

　　　ひとり暮らし高齢者等に対して、在宅での生活を継続させるため訪問介護に

委 託 料
91人 1,420回 1,988,000円

利 用 者 数 利 用 回 数

実 利 用 者 数 利 用 回 数 委 託 料
394人 11,576回 20,506,420円

利 用 回 数利 用 者 数 委 託 料

委 託 料

4人 5回

2,000円
利 用 者 数

1人 2回

46,890円

利 用 回 数
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　６　高齢者通院等タクシー事業
　　　市内に住む在宅の高齢者に対して、通院等に必要な交通の便を確保する。

　７　救急医療情報キット配布事業
　　　救急時の迅速かつ適切な医療活動に役立てるために、高齢者及び障害者に救
　　急医療情報キットを配布する。

　８　緊急通報装置の設置事業
　　　ひとり暮らし高齢者等に対し、緊急時などに情報センターから連絡が入り、
　　利用者の安否を確認し対応するためのシステム機器を貸し出す。

　９　日常生活用具給付事業
  　　低所得のひとり暮らし高齢者等が安心して日常生活を送れるように、高齢者
　　向けの日常生活用具を給付又は貸与する。

・老人保護措置事業費（高齢支援係）　　　143,526,428円 
　１　養護老人保護措置事業
　　　環境上の理由及び経済的理由により在宅において生活することが困難な高齢
　　者を必要に応じて措置する。
　　　措置開始者　12人　措置廃止者　10人 （単位：人）

　２　生活管理指導短期入所事業
　　　社会適応が困難な高齢者が、養護老人ホームに短期入所することにより生活
　　習慣の指導を行い、要介護状態への進行を予防する。

・敬老費（高齢支援係）　　　17,508,316円　　
　１　敬老会関係事業
　　　敬老会を開催する自治会等に対し、80歳（昭和21年4月1日以前生まれ）以上
　　の者で、敬老会の事業の対象となる者の数に2,000円を乗じた額を交付する。

　　　　敬老会事業費補助金　12,020,000円 （単位：人）

配 布 者 数

実 利 用 者 数 利 用 回 数 委 託 料

92人 2,166,042円
設 置 者 数 支 出 額

89人

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

50人 598回 794,700円

支 出 額件 数種 目

279,428円
0件火災警報器
0件電磁調理器

15件高齢者用電話
0件自動消火器

134,729,646円

6,887,549円
利 用 日 数

14人 1,238日
利 用 者 数 支 出 額

養護老人ホーム別入所者人数（令和8年3月31日現在）
計聖園ヨゼフ聖園那須若草園

5671039

湯津上

特養等
388

野崎

244

430

6,010

佐久山
520 252

412
計須賀川

敬老者
川西

親園

黒羽
敬老者
区 分

区 分

大田原

370

1,990 895 295

214

金田

両郷
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　２　敬老祝金支給事業
　　⑴　敬老祝金対象者及び支給総額　

　　　　百寿者（34人）に対し記念品を贈呈する。

・高齢者いきがい対策事業費（高齢支援係）　　　
　１　老人クラブの育成

　　⑵　単位老人クラブ活動費補助金　

　２　高齢者の生きがいづくり事業
　　　シニアプラザ清流荘等の施設管理及び貸出しを行うことで、高齢者の生きが
　　いづくりと健康増進を図る。

（単位：団体）

　３　ゲートボール場等山砂等給付事業
　　　老人クラブ等からの申請によりゲートボール場等に山砂等を給付する。

232,000円
1,387,000円18

58,000円
3 8

1

10～19人 4

40人以上 3
29計

0 1 4

48人
546人

2,332,960円

高齢者の生きがい
づくり、単位老人
クラブ指導者育成
等

42,000円2 8

208,000円

補 助 金

52,000円

336,000円
611,000円

おおむね60歳以
上の高齢者
1,430人

40

黒羽地区 補助単価
1,387,000円

　　⑴　大田原市老人クラブ連合会活動 2,332,960円

8,907,922円

20～29人
30～39人 3

4 13 47,000円

名 称

会 員 数
2

大田原地区

会長
植木　重治

大田原市老
人クラブ連
合会

湯津上地区 計

代 表 者 構 成 員 主 要 事 業 補 助 金

18

141人

クラブ数 4

項・目（支出済額） 主要な施策の成果又は事務の内容

支 給 総 額
80歳 5,000円 2,345,000円
100歳 50,000円 1,450,000円

469人
29人

　　⑵　百歳記念品代　1,009,800円

地 区

480,000円

区 分 祝 金

計 4,275,000円
101歳以上 10,000円

人 数

3

5 1

65人 1,430人

会員数 243人 109人 70人 555人 21人
地 区 湯 津 上 黒 羽 川 西 両 郷 須 賀 川 計
クラブ数
会員数 47人 0人 179人

3

大 田 原 金 田

1箇所 16,830円
箇 所 数 支 出 額

施 設 名 利 用 団 体 数
シニアプラザ清流荘 4
佐良土多目的交流センター陶芸工房室 1

29

親 園 野 崎 佐 久 山

2 3

4 4

0
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